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子会社の異動（譲渡）に関するお知らせ 

 

 
当社は、平成 17 年 12 月 26 日開催の取締役会において、連結子会社である株式会社ジェンコの所

有株式全てを平成 17 年 12 月 27 日付で譲渡することを以下のとおり決議致しましたのでお知らせ致

します。 

 
記 

 
１．異動の理由等 

当社グループは、多数の優秀な映像コンテンツメーカーを結集し、各々が独自のブランド力

により業績を競い合うことで、結果的にグループ全体を大きく成長させる戦略を展開しており

ます。当然のことながら高収益をあげる会社の獲得のみならず、収益性の低い子会社の速やか

な改善、場合によっては整理も必要です。 

株式会社ジェンコは 2004 年 5 月に当社連結子会社となりました。当社といたしましては、

現在に至るまで徹底した経営指導・管理を行い、単年度黒字の達成は実現致しました。しかし

ながら連結調整勘定償却負担はできず、また、経営管理体制に関して両社の間に大きな見解の

相違があり、中期的な財務改善も困難と見られることで、結果として同社代表取締役である眞

木太郎氏が筆頭株主の地位の承継を強く希望したことから、ＭＢＯ（マネジメント・バイ･ア

ウト）方式により当社が保有する株式会社ジェンコの全株式を同氏に譲渡し当社グループから

の離脱を認めることが当社株主利益にかなう、と判断致しました。 

本件譲渡により、連結調整勘定負担の軽減による増益および投資資金回収による再投資資金

の確保等が見込まれます。 

なお、当社グループのアニメーション制作事業に対する方針は不変であり、現在子会社であ

る５社のみならず、より積極的に新規設立やＭ＆Ａを進めて行く所存であります。 

 



２．株式会社ジェンコの概要 

(1) 商号   株式会社ジェンコ 

(2) 代表者    眞木 太郎 

(3) 所在地    東京都港区六本木六丁目 17 番 1 号 

(4) 設立年月日  平成 9 年３月 3 日 

(5) 主な事業の内容  ①アニメーション映像作品の企画、制作、プロデュース、及 

     び投資 

     ②キャラクター商品の企画、商品化窓口、及び版権管理 

     ③インターネットによるコンテンツ配信 

(6) 決算期    9 月 30 日 

(7) 従業員数   13 名（2005 年 9 月 30 日末） 

(8) 資本の額   294 百万円 

(9) 発行済株式数  14,820 株 

(10) 大株主構成および所有割合   

 所有株式数 
発行済株式の総数

に占める割合 
株式会社ティー・ワイ・オー 6,640 株 44.80% 
眞木太郎 3,260 株 22.00% 
角川出版事業振興基金 2,640 株 17.81% 
株式会社メディアワークス  800 株  5.40% 
東京中小企業投資事業有限責任組合  600 株  4.05% 

 

(11) 最近事業年度における業績の動向 

 平成 16 年９月期 平成 17 年９月期 
売上高 1,021 百万円 1,680 百万円 
売上総利益 21 百万円 131 百万円 
営業利益 △97 百万円 22 百万円 
経常利益 △98 百万円 20 百万円 
当期利益 △333 百万円 20 百万円 
総資産 728 百万円 579 百万円 
株主資本 29 百万円 49 百万円 
資本金 294 百万円 294 百万円 
利益剰余金 △508 百万円 △488 百万円 
1 株当たり配当金 － － 

 
３．株式の取得先 

(1) 代表者（取得先）   眞木 太郎 

(2) 住所   東京都世田谷区松原三丁目 3 番 11 号 

(3) 主な事業の内容    － 

(4) 当社との関係    － 

 

 



４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数 6,640 株 （所有割合 44.8％） 

(2) 譲渡株式数  6,640 株 （譲渡価額 260 百万円） 

(3) 移動後の所有株式数   0 株 （所有割合  0 .0％） 

 

５．日程 

平成 17 年 12 月 26 日  取締役会決議 

平成 17 年 12 月 27 日  株式譲渡契約締結／株券引渡し期日 

 
６．異動後の業績に与える影響 

当該子会社 MBO（マネジメント・バイ・アウト）による当社連結業績への影響は、連結調

整勘定減少額 96 百万円、子会社株式売却益 110 百万円となります。 

また、平成 18 年 9 月期中間期の連結業績への影響については（当該子会社の従来予想は赤

字）連結売上高は 270 百万円の減少要因となりますが、連結営業利益 22 百万円、連結経常利

益 24 百万円、連結中間（当期）純利益 80 百万円の増益となります。 

なお、平成 17 年 11 月 22 日付「平成 17 年 9 月期決算短信」において公表致しました、平

成 18 年 9 月期連結中間業績予想については、グループ他社の業績を勘案し、修正が必要とな

った場合、適時開示致します。 

 

 

以  上 


